授業料免除申請について

（令和３年４月入学者）

１　授業料免除の対象者

　　　経済的理由により、授業料の納付が困難であり、かつ学業成績が優秀であると認められる者。

ただし、国費外国人留学生、企業等派遣学生等により授業料の全額相当を支給される予定
の者は申請の対象外です。

　
　２　免除額

　納付すべき授業料（４月～９月、６ヵ月分）の半額

　３　提出書類
　　　　別紙「授業料免除申請提出書類一覧表」のとおり

４　提出先及び問合せ先
　　　　学生・留学生支援課学生生活係
（住所）〒923-1292　石川県能美市旭台1-1

北陸先端科学技術大学院大学　学生・留学生支援課学生生活係

※不明な点があれば学生・留学生支援課学生生活係まで問い合わせてください。ただし、選考は本学

で定める基準によって相対評価で行うため、選考の内容や基準等に関する質問には回答できません。
電話：　0761-51-1942（平日9：00～17：00）

Email:  gakusei@ml.jaist.ac.jp

　５　提出期限及び方法
　　　　令和３年４月16日（金）17時までに学生生活係の窓口に持参するか、簡易書留または特定記録により郵送で提出してください。
　　　　※海外在住等で窓口への持参や郵送が困難な場合は電子メールでの提出も可とします。（提出先：gakusei@ml.jaist.ac.jp）
　６　判定結果

授業料免除の判定結果は、令和３年６月頃に通知する予定です。

　７　その他

○授業料免除申請者は判定結果が出るまで授業料の納付を猶予しますが、授業料を納付した場合は、

還付しません。

　　　　○提出された書類は返却しません。

○授業料免除の結果通知後、本学会計課の指示に従い、全員指定された納付期限までに授業料を納付

してください。指定された期限を過ぎてなお授業料を納付しなかった場合は、理由の如何を問わず

除籍するので注意してください。
○授業料免除の結果通知前に本学を退学する場合、授業料免除申請は無効とします。つまり、前期分授
業料の全額を納入してください。
授業料免除申請提出書類一覧表
以下の必要書類をそろえて、学生・留学生支援課学生生活係まで提出してください。
１　【申請者全員】が提出する必須書類

	申請書類等
	注意事項等
	申請者確認欄

	1
	授業料免除申請書

（様式１）
	５、６頁の記入上の注意をよく読んで記入してください。
	

	2
	家庭状況調書

（様式２）
	
	

	3
	所得に関する証明書

（コピー可）
	本人及び本人と同一生計を営む者の下記に係る証明書類
　令和２年度所得証明書（2019年分（平成31年・令和元年分）の所得が証明されているもの）

※ 市区町村が発行するもの（源泉徴収票ではないので注意してください。）

※ 2019年（平成31年・令和元年）の居住地が現住所と違う場合は、当該居住地の市区町村役所（役場）に問い合わせてください。

※ 専業主婦、無収入の場合も必ず市区町村役所（役場）に発行してもらい提出してください。

※ 外国居住者で、所得証明書を提出し難い時は、所得のわかるものを提出してください。（例：給与明細書の写し、通帳の写し）

※ 自営業の場合は、当該者の2019年分（平成31年・令和元年分）の確定申告書の写しも併せて提出してください。
	

	4
	世帯構成に関する書類
（コピー可）
	世帯全員分の住民票（外国人留学生は家族が海外在住の場合、提出不要）
	


２　【独立生計者】は、上記１に加えて次の書類も必須書類
	申請書類等
	注意事項等
	独立生計者・認定条件
	申請者確認欄

	5
	学費・生活費等の所要額調（様式３）
	５、６頁の記入上の注意をよく読んで記入してください。
	下記の条件を全て満たす者は独立生計者として認定します。

１.所得税法上、父母の扶養親族でない者

２.健康保険で父母の扶養親族となっていない者

３.父母と別居している者
	

	6
	健康保険証の写し
	配偶者がいる場合は、配偶者分も提出してください。
	
	

	7
	住民票（父母の世帯全員が記載されたもの）
	父母との別居の確認をするために必要です。
	
	


３　【外国人留学生】は、上記１に加えて次の書類も必須書類
	申請書類等
	注意事項等
	申請者確認欄

	5
	学費・生活費等の所要額調
（様式３）
	５、６頁の記入上の注意をよく読んで記入してください。
	

	6
	無収入申立書
（様式４）
	本人及び本人と同一生計を営む者のうち、外国人居住者で、無職や死別等の理由により、所得に関する証明書類（公的機関発行の所得証明書、給与明細書の写し、通帳の写しなど）の提出が不可能な場合のみ提出（該当者一名につき一枚必要）
	


４　その他の提出書類（【該当者】のみ提出）

次表の１～11に該当する場合は、その事項を証明する書類を必ず提出してください。

	該当事項
	証　　明　　書
	発行先
	申請者

確認欄

	1
	本人及び本人と同一生計を営む者のうち令和２年１月以降に転職又は新たに就職した者がいる場合
	年収見込証明書又は最近３か月分の給与明細書の写し
	勤務先
	

	2
	本人及び本人と同一生計を営む者のうち令和２年１月以降に退職した者がいる場合
	退職金支給証明書（支払い年月日及び退職金金額が記載されたもの）、（退職金なしの場合、勤務先の退職金不支給証明書）
	退職先
	

	3
	学資負担者が死亡した場合（令和２年４月以降）
	死亡したことが証明できる書類（戸籍抄本等）
	市区町村役場等
	

	4
	本人及び学資負担者が風水害･火災等により被災した場合（令和２年４月以降）
	1 罹災証明書、罹災額証明書など

2 所得税の雑損控除を受ける場合は、その額がわかるもの

3 損害保険金等が支払われている場合、その支払い金額がわかるもの
	市区町村役場、保険会社等
	

	5
	生活保護受給世帯
	生活保護（被保護者）証明書（扶助額が記入してあるもの）
	社会福祉事務所
	

	6
	雇用保険金を受けている本人と同一生計を営む者がいる場合
	雇用保険金受給資格者証の写し
	公共職業安定所
	

	7
	本人又は本人と同一生計を営む者が障がい者である場合
	障害者手帳の写し（全ページ）
	市区町村役所（役場）
	

	8
	本人又は本人と同一生計を営む者に長期療養者（申請時現在において６か月以上にわたる期間療養中の人または療養が必要と認められる人）がいる場合
	①診断書（療養期間が明記されているもの）

②療養費の支払い金額を証明する最近１年以内の領収書等の写し
③保険等（入院給付金、傷病手当金等）が支払われている場合は、保険金支払明細書等の写し
	病院等の医療機関
	

	9
	学資負担者が単身赴任等の場合
	主たる学資負担者の別居地での住居費･光熱水料費の領収書等の写し（直近の６か月分）
	電気・ガス会社等
	

	10
	本人と同一生計を営む者が就学者（本人を除く）である場合
	就学者が在学中の学校の在学証明書または学生証の写し
	就学者が在学する小・中・高校･大学等
	

	11
	申請前６か月以内に臨時所得がある場合
	保険金受給者：保険金支払証明書

その他：臨時所得の金額等がわかる書類
	
	


５　新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した学生が提出する書類
	該当事項
	証　　明　　書
	発行先
	申請者

確認欄

	1
	新型コロナウイルス感染症の直接的・間接的な影響で家計が急変した場合（※）
	【必須書類】
①家計急変状況調書（様式５）
②主たる学資負担者の直近３か月分の収入を証明する書類（給与明細等の写し）
【該当者のみ提出】
③国や地方公共団体が新型コロナウイルス感染症拡大による収入減少があった者等を支援対象として実施する公的支援を受けた者は受給証明書
④主たる学資負担者以外の同一生計者で収入が減少した場合は、当該者の直近３か月分の収入を証明する書類（給与明細等の写し）
	勤務先
市区町村役所（役場）
	


※家計急変とは、国及び地方公共団体が新型コロナウイルス感染症に係る影響による収入減少があった者等を支援対象として実施する公的支援の受給証明書が提出できる場合又は、事由発生後の主たる学資負担者の所得（直近３か月の収入を４倍したもの）が令和２年度所得証明書（2019年分（平成31年・令和元年分）の所得と比較し１／２以下となっている場合を指します。
※　その他注意事項

	ア
	所得に関する証明書類については、必ず本人及び本人と同一生計を営む者全員分を提出してください。なお、所得のある同一生計者が就学者である場合（本人は除く）は、所得に関する証明書を提出する必要はありません。（留学生は所得証明書に必ず日本語訳又は英語訳を添付してください。）

	イ
	本人及び本人と同一生計を営む者のうち、外国居住者で、所得に関する証明書類の提出が不可能な方がいる場合は、その方についての無収入申立書（様式４）を必ず提出してください。

	ウ
	本人及び本人と同一生計を営む者全員についての所得証明書類もしくは無職申立書（外国居住者に限る）が提出されない場合は、書類不備として申請を受け付けないので注意してください。

	エ
	申請後、所得等に関する確認書類の追加提出を求める場合があります。申請について虚偽の事実が判明した場合には、免除を許可された者であっても許可を取り消します。また、選考に公正を期するため提出書類の記載内容等について照会することがあります。申請者はこれに同意したものとみなします。


記入上の注意

１　授業料免除申請書（様式１）
（１）申請理由には、令和３年２月１日現在の家庭状況を具体的に記入してください。

（２）次の場合により、学生生活の維持が困難な場合、特にその状況を詳細に記入してください。

　　　①令和２年４月以降において学資負担者が死亡

　　　②令和２年４月以降において地震、台風、火山噴火等の自然災害を受けた場合

　　　③長期療養者（本人及び本人と同一生計を営む者）がいる場合

　　　④母子、父子家庭、生活保護受給世帯
　２　家庭状況調書（様式２）
（１）本人欄

　　  ア  給付型奨学金を受給している場合、令和２年度（令和２年４月～令和３年３月）における奨学金受給状況を記入してください。（貸与型奨学金は記入する必要はありません。）
　　  イ  申請時現在、経常的なアルバイト等をしている場合、アルバイト先の年収見込証明書又は月収証明書を添付するか、最新の給与明細書（直近３か月分）の写しを必ず提出すること。

　　　　　※「経常的なアルバイト等」とは、一定期間続けて行っているか又は今後続けて行う予定の

ものをいいます。例：家庭教師、塾講師等。

（２）家族の収入状況欄

　　　ア　家族は、本人及び同居・別居を問わず本人と同一生計を営む者全員を記入してください。
　　　イ　職業は、農業・会社員・学校教諭・国家公務員・学生など具体的な職種を、無職の場合は、無職と記入してください。申請者（本人）に定職がある場合は学生とせずにその職業を記入してください。
　　　ウ　勤務先は○○株式会社などと具体的に（就職年月も）記入してください。
　　　エ　前職がある場合は、前職の退職年月を記入してください。
現在無職でも、前職があれば記入してください。前職がない場合は、記入は不要です。
　　　オ　所得は該当する所得種別の欄に、2019年（平成31年・令和元年）１月～12月分（臨時所得は除く）の収入金額を記入してください。

　　　　a)　給与所得欄には、それぞれの収入金額を記入してください。

　　　　　給与・賃金（含賞与）、役員報酬（含賞与）、専従者給与、年金恩給（恩給・老齢年金・遺族

年金・障害者年金等）、（生活保護にかかる生活）扶助料・傷病手当金・雇用保険金等。

※収入金額とは、「所得証明書」の［収入金額］をいいます。

　　　　b)　農業所得、商・工・林・水産業所得欄には、それぞれの所得金額を記入します。

　　　　c)　その他の職業所得欄には、a)とb）以外の職種による所得金額を記入します。

d)　雑所得欄には、それぞれ該当する所得金額を記入します。
　　　　e)　臨時所得欄には、申請前６か月以内に退職金、保険金、資産譲渡による所得及び山林所得、その他がある場合にその所得金額を記入します。

（３）就学者欄

　　　　就学者とは、本人と同一生計を営む者のうち小・中・高校・中等教育学校・短大・高専・大学

（大学院を含む）・専修学校（高等課程・専門課程）に在学する者を記入します（本人は除く）。
（４）その他欄

ア　母子・父子家庭の場合は、死別又は離別を○で囲み、その発生した年月を記入してください。

また、令和２年４月以降に死亡した場合は死亡したことが分かる証明書（戸籍抄本等）を提出
してください。

　　イ　障がい者がいる場合は続柄と障害者手帳の番号を記入してください。

　　ウ　申請時現在において引続き６か月以上にわたる期間療養中の者、又は療養・介護を必要と認

められる者がいる場合、記入してください。
　　　エ　申請時現在において、主たる学資負担者が単身赴任中である場合、記入してください。
　　オ　令和２年４月以降に風水害等の災害を受けた場合、被害状況を記入し、罹災証明書を提出し

てください。
３　学費・生活費等の所要額調（様式３）
　　ア　外国人留学生及び独立生計者のみ記入してください。
　　イ　必ず、支出の合計と収入の合計を一致するように記入してください。
　４　無収入申立書（様式４）

　　　本人及び本人と同一生計を営む者のうち、外国居住者で、所得に関する証明書類（公的機関発行の所得証明書、給与明細書の写し、通帳の写しなど）の提出が不可能な方のみ、提出してください（該当者一名につき一枚必要）。
５　家計急変状況調書（様式５）
該当者のみ提出してください。
様式　１

授業料免除申請書（令和３年度前期分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　北陸先端科学技術大学院大学長　宛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	受験番号
	課　程
	氏　　名

	
	□博士前期課程

□博士後期課程
	（フリガナ）

	
	
	

	　本人の連絡先

	　住所

〒（　　　　　　　　）

　電話番号（　　　　　　　　　　　　　）

Email  （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　家族（父又は母、その他学資負担者等）の連絡先

	　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続柄　　　　　）

　住所及び連絡先　

　〒（　　　　　　　　）

　電話番号（　　　　　　　　　　　　　　）


以下の理由により授業料の納付が困難なため、授業料を免除くださるよう必要書類を添え願い出ます。なお、申請書類の記載内容は事実と相違ありません。

 [申請理由]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1　出願理由は、具体的に記入のこと。

2　ローンの返済、兄弟姉妹の結婚資金や大学進学予定等は免除申請の理由となりません。
様式　２　

家庭状況調書（令和３年２月1日現在）
１．本人
	通学区分　※該当する方にチェックしてください

	（　　　　）自宅
	（　　　　）自宅外


	本人のアルバイト申告について
※該当する方にチェックしてください
	経常的なアルバイトを
	（　　）している　　→
	直近３か月分の給与明細の

写しを提出すること

	
	
	（　　）していない
	

	給付中の奨学金について
※給付決定通知等の写しを提出すること
	奨学金名
	給付期間
	月額

	
	奨学金名
	給付期間
	月額


２．家族の収入状況（金額は当時の通貨で記入してください。）
	続　　　柄
	本　人
	父
	母
	その他

(　　　　）
	その他

(        )
	その他

(　　　  )

	氏　　　名
	
	
	
	
	
	

	年　　　齢
	
	
	
	
	
	

	職　　　業
	
	
	
	
	
	

	勤　務　先
	
	
	
	
	
	

	現在の勤務先の就職年月
	　　年　 月
	　　年 　月
	　　年　 月
	　　 年 　月
	　　 年 　月
	　　 年 　月

	前職の退職年月
	　　年　 月
	　　年 　月
	　　年　 月
	　　 年 　月
	　　 年 　月
	　　 年 　月

	所得種別
	a)給与
所得
	給与・賃金（含賞与）、
役員報酬、年金恩給、
扶助料・傷病手当等
	
	
	
	
	
	

	
	b)農業所得、商・工・林・

水産業所得
	
	
	
	
	
	

	
	c)その他の職業所得
	
	
	
	
	
	

	
	d)雑
所得
	家賃・地代、
利子・配当等
	
	
	
	
	
	

	
	e)臨時
所得
	退職金、保険金、
その他
	
	
	
	
	
	


※ a)～ d)は2019年分（平成31年・令和元年分）、 e)は申請前６か月以内の所得を記入してください。

※本人、父母以外の同一生計者については、「その他」の欄の（　）に続柄を記入してください。
３．同一生計者内の就学者（本人を除く）※該当者がある場合、その者の就学証明書又は学生証の写を添付してください。
	続柄
	氏　名
	年齢
	在学する学校名
	学年
	通学区分

	
	
	
	　　　立
	
	（　　）自宅／（　　）自宅外

	
	
	
	　　　立
	
	（　　）自宅／（　　）自宅外

	
	
	
	　　　立
	
	（　　）自宅／（　　）自宅外


４．その他
	母子・父子家庭の場合
※死別もしくは離別のうち該当する方に

チェックし、その年月を記入
	（　　　）母無　※　死別・離別　（　　　年　　月）
	※令和２年４月以降に死亡した場合は、死亡したことが証明できる書類を提出してください。

	
	（　　　）父無　※　死別・離別　（　　　年　　月）
	

	障がい者のいる世帯
	続柄　（　　　 　）　障害者手帳の番号　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	長期療養中（６か月以上）の者がいる世帯
	続柄（　　 ）
	療養期間（　　　年　　月から）
	療養費（年額）（　 　 　　千円）

	学資負担者が単身赴任中（直近６か月）である世帯
	続柄（　　 ）
	単身赴任期間
（　　　年　　月から）
	住居費・光熱水量費
（直近６か月）（　 　　　 千円）

	令和２年４月以降に風水害等の災害を受けた世帯
	被害内容
	
	※該当する場合、罹災証明書の写を添付してください


様式　３
（独立生計者用／外国人留学生用）

学費・生活費等の所要額調

	受験番号
	課　程
	氏　　名

	
	□博士前期課程

□博士後期課程
	（フリガナ）

	
	
	


〈年間支出状況〉

・本人の収支分についてのみ記入すること。（金額欄は年額を記入すること。）

・家族と同居している場合の日常生活費（食費・住居費・光熱水料）については，家族全体の年間経費を

家族人数分で割った金額を記入すること。

・支出金額の合計と収入金額の合計を一致させること。（※１、※２）
	2019年（平成31年・令和元年）（1月～12月）

	支出項目
	支出金額（年額）
	収入項目
	収入金額（年額）

	食費
	
	親からの仕送り額
（外国人留学生の場合は本国からの仕送り額）
	

	住居費
	
	
	

	光熱水料
	
	
	

	授業料（入学料除く）
	
	本人の収入
（アルバイト等）
	

	修学費

（入学料，教科書代等，

その他修学のための費用）
	
	
	

	
	
	奨学金
	

	保健衛生費

（理髪，薬代等）
	
	
	

	その他

（娯楽嗜好費等，上記以外の支出経費，貯蓄等）
	
	その他（預貯金等から）
	

	合　計（※１）
	
	合　計（※１）
	

	
	
	
	

	2020年（令和２年）（1月～12月）

	支出項目
	支出金額（年額）
	収入項目
	収入金額（年額）

	食費
	
	親からの仕送り額
（外国人留学生の場合は本国からの仕送り額）
	

	住居費
	
	
	

	光熱水料
	
	
	

	授業料（入学料除く）
	
	本人の収入
（アルバイト等）
	

	修学費

（入学料，教科書代等，

その他修学のための費用）
	
	
	

	
	
	奨学金
	

	保健衛生費

（理髪，薬代等）
	
	
	

	その他

（娯楽嗜好費等，上記以外の支出経費，貯蓄等）
	
	その他（預貯金等から）
	

	合　計（※２）
	
	合　計（※２）
	


様式　４

（外国人留学生用）

無収入申立書

（対象期間：2019年1月～2019年12月）

	申請者との続柄
	

	無収入の方の氏名
	

	※死亡された場合は「死亡」と記載し、死亡された年月日も記載してください。
	　　　　　（年月日：　　　　　　　　　　　　）

	前職
	

	前所属先住所
	

	前職の雇用期間
	

	退職金

※有または無を○で囲み、有の場合は金額を記載してください。
	有 　／　 無

有の場合、金額（　　　　　　　　　　）


上記のとおりで間違いありません。

　　年　　月　　日

現住所：

連絡先：

　　　　　　　　　　　　　　　　　署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※必ず上記に記載された無収入の方本人の直筆で署名してください。もし上記に記載された方が死亡している場合は、その配偶者の方等が直筆で署名してください。
様式　５　
家計急変状況調書
	受験番号
	課　程
	氏　　名

	
	□博士前期課程

□博士後期課程
	（フリガナ）

	
	
	


主たる学資負担者の収入状況（金額は当時の通貨で記入してください。）
	続　　 柄
	

	氏　　　名
	

	年　　　齢
	

	職　　　業
	

	勤　務　先
	

	現在の勤務先の就職年月
	　　年    　 月

	直近３か月分の収入金額
（月額）
	金額：
支給日：
	金額：
支給日：
	金額：
支給日：

	2019年分の年間収入
	


作成上の注意事項
（1） 新型コロナウイルス感染症の直接的・間接的な影響により、主たる学資負担者の収入が減少した場合に、【主たる学資負担者の収入状況】を記載し、直近３か月分の収入を証明する書類（給与明細等の写し）を必ず提出してください。また、主たる学資負担者以外の同一生計者で収入が減少した場合も、直近３か月分の収入を証明する書類（給与明細等の写し）を併せて提出してください。
（2） 国や地方公共団体が新型ウイルス感染症の感染拡大による収入減少があった者等を支援対象として実施する公的支援を受けた者は受給証明書（コピー可）を提出してください。

公的支援の具体例は以下のとおりです。※今後、関係省庁の検討状況等により更新する可能性があります。


（参照URL : https://www.jasso.go.jp/shogakukin/kyufu/kakei_kyuhen/coronavirus.html ）


・新型コロナウイルス感染症特別貸付�・小規模事業者経営改善資金（新型コロナウイルス対策マル経融資）


・生活衛生新型コロナウイルス感染症特別貸付�・生活衛生改善貸付（新型コロナウイルス対策衛経）�・新型コロナウイルス感染症に係る衛生環境激変対策特別貸付


・危機対応融資


・セーフティネット保証4号�・セーフティネット保証5号�・危機関連保証


・小規模企業共済の特例緊急経営安定貸付


・小学校休業等対応支援金（委託を受ける個人向け）


・緊急小口資金�・総合支援資金（生活費）


・厚生年金保険料・労働保険料の納付猶予


・国民健康保険料・後期高齢者医療保険料・介護保険料等の徴収猶予


・国税・地方税の納付猶予
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